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資料 ３





府民サービスに係る技術支援の実施と情報発信（大項目１）








技術支援の基盤となる調査研究の実施（大項目２）








　地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所　　H24事業年度の取組実績概要

















★重点研究分野への取組（小項目９）


・「「安全・安心な特産農産物生産を目指した総合的作物管理（ICM）技術」に係る分野


→光照射によるアザミウマ類防除システムの開発、イチジク土壌病害防除のためのコンポスト施用技術、薬剤土壌潅注処理の害虫防除効果などを研究


・「都市域におけるバイオマスの地域循環システム」に係る分野


→牛糞のバイオ固形燃料化や食品製造副産物の家畜飼料への利用などを研究


・「大阪湾の環境変化が生態系に与える影響の究明」に係る分野


→大阪湾の底魚不漁要因推定に向けて餌料底生動物の動向解析を行い、大阪湾へ流入する河川からの栄養塩供給や貝毒プランクトンの出現状況と大阪湾の環境の関係などを研究





★技術的ニーズのきめ細かな把握、幅広い知見の集積（小項目７）


・事業者等のニーズを把握する「食品事業者のニーズ把握と今後の食品研究の方向性への提言」事業と「大阪府における漁業のサービス業化支援に関する研究」事業を実施


・大阪商工会や農協、食品産業事業者、行政等への食品加工に関するニーズ聞き取り調査を実施（133件）





★事業者に対する技術支援（小項目１）


・農林水産業者、農・漁協等、民間企業等からの技術相談282件（昨年度253件）


・事業者からの受託研究2１件・共同研究11件・依頼試験11件・試験機器・施設提供７件


・受託研究に係る利用者満足度アンケート調査の結果は平均値4.6（5段階評価）


→平成25年度利用者満足度に係る数値目標を総合評価４以上に設定





★行政に対する技術支援（知見等の提供、調査・分析）（小項目２）


・微小粒子状物質（ＰＭ2.5）の成分分析（４季節、各14日）、有害大気汚染物質（月１回）など府域の環境モニタリング


・大阪湾の栄養塩、水温、底生生物等環境モニタリング及び漁業資源等モニタリング


（環境33回、漁業資源54回）


・分布を拡大しているカシノナガキクイムシによるナラ枯れ対策、野菜、花き等の土壌障害対策など現地技術指導（52回）


・環境基準超過河川の超過原因特定や汚染範囲の確定のためのダイオキシン類分析（39検体）、工場等からの排ガス中の揮発性有機化合物（ＶＯＣ）分析（29検体）などの行政依頼検体分析


・府が発注する環境分析委託業務の分析精度を確保するため、分析機関の技術認定及び分析データのクロスチェック


・国、大阪府、市町村など行政からの技術相談327件（昨年度239件）





★新たな研究分野への取組（小項目10）


・微小粒子状物質（ＰＭ2.5）の環境中の動態や広域移流の影響解明等の調査研究


・大阪産（もん）を利用した新商品開発等に取り組む事業者を技術的に支援するチャレンジ支援事業→公募課題から６課題の技術支援を実施。


①イチジクを用いたスイーツ「河内イチジクグラッセ」→試作品完成、商品化予定


②大阪産(もん)みかんを使ったドレッシング→試作品完成


③「水なすふりかけとお茶漬のもと」→技術課題を解決、事業者が商品化検討


④泉州特産「ふきの水煮パック」→技術開発


⑤八尾えだまめスイーツ→試作品完成、新たな食品素材化支援


⑥泉南シャコ、岸和田トビアラ、堺アナゴのふりかけ→漁獲情報提供


・天然記念物の淡水魚イタセンパラの野生復帰に係る調査研究


→昨年度放流した500尾から産卵可能な親魚約1,000尾が成長していることを確認、再放流による野生復帰の見込みを得た。


・府内河川生物データ収集のため、府下10河川27地点において環境、魚類、付着藻類、底生生物等の調査を実施


・「野生動物保護管理のための将来予測および意志決定支援システム」を構築





★危機管理の取組支援、緊急時への対応（小項目３）


・建築解体時のアスベスト分析35回、131検体を迅速に実施（23年度18件（71検体））


・自然環境及び水産業に影響するコイヘルペスウイルス病の緊急検査（10回、23年度2回）


・河川の悪臭等や異常水質による魚類へい死の原因究明調査（67検体）


・海外から侵入したウメ輪紋ウイルス(ＰＰＶ)病に係る調査を府とともに実施（７回）





★技術支援の基盤となる調査研究の推進


（小項目８）


・「環境分野」「農業分野」「水産分野」において重点研究分野（28課題）、新たな研究分野（17課題）、基盤となる調査・研究（87課題）計132課題の事業を実施


・学術論文(37件)と学会等(71件)計108件を発表


（数値目標100件以上）
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★調査研究の評価（小項目12）


・大阪府からの研究要望事項（48課題）の25年度計画に対する府の評価（事前評価；4段階）→　総合評価の平均値3.6（数値目標3以上）


・大学及び（独）農研機構の学識者をメンバーとする「研究アドバイザリー委員会」を開催（競争的資金への応募課題の事前評価8課題、事後評価２課題、中間評価１課題）











。





★調査研究資金の確保（小項目11）


・「研究活力向上支援事業」により、競争的資金獲得のための事前調査研究を実施→７課題を採択、外部資金応募は12件


・農林水産省、文科省、環境省、水産庁、科学技術振興機構、河川環境管理財団など53件の外部競争的研究資金へ応募


（数値目標40件以上）


　外部研究資金応募状況　※Ｈ24の採択率はＨ25年5月現在
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★連携による業務の質の向上、知的財産権の取得・活用、地域社会における先導的役割の発揮（小項目13）


・府と共催の「大阪府環境農林水産試験研究推進会議」を再構築


・大阪府立大学、大阪市立環境科学研究所と共催セミナーを実施


・知的財産保有に係る諸規程を整備し、特許権14件を保有


・大阪府新しい公共支援事業に参画し、２事業で技術支援を実施





研究業務の質的向上（大項目３）

















★情報発信（小項目６）


・ホームページ更新回数　114回（昨年度13回）、アクセス数　951,891件


・研究所ホームページの全面的なリニューアル（２月１日公開）


・環境農林水産に関わる4種のメールマガジンを計427回配信（昨年度363回）


・展示会・イベント等への出展（26件、昨年度７件）


・報道資料提供45件（数値目標35件以上）、うち16件が新聞掲載もしくはテレビ・ラジオ放送





�














★講習会等や研修による研究所の成果普及（小項目４）


・府職員等対象の講習会や研究成果報告会（22回）


・新たに、府や市町村の職員対象の「研究所業務成果報告会」（大阪府環境農林水産部職員55名参加）、「研究所環境課題成果発表会」（大阪府職員42名、市町村職員24名参加）を実施


・大阪府農業普及指導員研修を実施（４回）。→研究所の成果普及に重点を置いた研修に改善


・ＪＩＣＡの依頼により海外からの研修員を受け入れ（５回、昨年度３回）


・中小事業者向け「省エネ・省ＣＯ２相談窓口」


省エネ診断（当初予定24件程度）　　　　　　　　　　  　　     36件　　　　　　　　　　　　


大阪商工会議所と共催の省エネ・省ＣＯ２セミナー　　　  　　　　  ２回、受講者数のべ300人


省エネ・省ＣＯ２に関する講演等 を実施               　　 10回、受講者数のべ326人


ホームページによる情報発信更新回数（当初予定12回程度） 15回








★組織運営の改善


（小項目15）


・法人独自の仕組みを取り入れた人事評価制度を実施


・「研究補助職」を設置


・弾力的な採用選考を実施（任期付職員3名を採用）











★業務運営の改善


（小項目14）


・試験研究業務に係る進捗報告会（5月から各月1回実施、11回）と定常業務に係る業務報告会（７月から隔月1回実施、５回）


・新たな職階「主幹研究員」級を創設








業務運営の改善と効率化（大項目４）

















★農業の担い手の育成（小項目５）


・養成科コース；府内で農業等に従事する志のある者を対象に、２年間の実践的な農業教育を実施（１学年25名、２学年19名）。卒業者数は19名で、就農・農業関係就職が15名


・短期プロ農家養成コース；新規就農を目指す都市住民や兼業農家等を対象に運営。集中コース野菜部門21名、集中コース果樹部門15名、入門コース53名





★施設及び設備機器の整備、資源の活用（小項目18）


・食とみどり技術センターの建替え整備に係る基本計画を策定


・海洋観測等に活用する新調査船を建造





★財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置（小項目16）


・内部監査規程に基づき、全所属を対象に内部監査を実施。また、監事による臨時監査を実施





★その他業務運営に関する事項（小項目17）


・文科省の「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」に基づく体制を整備


・安全衛生委員会を設置し、「安全衛生管理計画」を策定。職場巡視（42回）及び役員による職場巡視


・研究所の環境保全に関する基本理念と基本方針をとりまとめた環境管理方針を策定











